
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ポストコロナ時代には、個人が自由度の高い働き方や暮らしを通じて、生産性を高め、豊かさや仕事の

やりがいを感じられる社会が求められています。「多様な正社員」制度は、多様な働き方の一つとして、

企業に多様な人材が集まり、組織の多様性を成長することにもつなげることが期待されますので、是非、

導入をご検討ください。 

 

 

 

 

 

 

 

「多様な正社員」とは、従来型の正社員と比べ、職務内容、勤務地、労働時間などを限定して選択でき

る正社員をいいます。代表的なものをご紹介します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

厚生労働省では、多様な働き方の実現を目指し、「多様な正社員」制度の普及・定着 

させるため、導入や改定を検討されている企業へ支援を行っています。 

 

※詳しくは、市のウェブサイトをご覧ください。 

 

         福島労働局 雇用環境・均等室 TEL：024-536-4609 

「多様な正社員」制度導入のご案内 

『勤務地限定正社員』：転勤範囲が限定的・転居を伴う転勤がない正社員 
 

       〇育児・介護等により転勤が困難な方や、地元で就職したい方の定着に。 

       〇いわゆる「一般職」より幅広い職務や高度な職務を担う地元人材の能力発揮に。 

       〇地域のニーズに合ったサービス提供・顧客確保に。 

       〇「無期転換ルール」による無期転換労働者の受け皿に。 
 

『職務限定正社員』：担当する職務内容が限定される正社員 
 

       〇高度な専門性を必要とする業務に。 

        （金融業（証券アナリスト）、情報サービス業（データサイエンティスト）等） 

       〇資格が必要な職務に。 

        （医療・福祉業、教育業、運輸業等） 
 

『短時間正社員』：フルタイム正社員と待遇が同様で短時間勤務の正社員 
 

       〇育児・介護等と仕事を両立したい方に。 

       〇決まった時間だけ働きたい入職者に。 

       〇定年後も働き続けたい高齢者に。 

       〇キャリアアップをめざすパートタイム労働者に。 

想 定 

される 

社 員 

想 定 

される 

社 員 

想 定 

される 

社 員 

＜企業のメリット＞ 
〇優秀な人材の確保・定着 

〇人材の多様化 

〇地域に根ざした事業展開 

〇技能の蓄積・承継 

＜労働者のメリット＞ 
〇ワーク・ライフ・バランス 

の実現 

〇キャリア形成 

〇雇用安定・処遇改善 

Win & Win 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

最低賃金制度は、働くすべての人に賃金の最低額（最低賃金額）を補償する制度です。年齢やパート・

学生アルバイトなどの働き方の違いにかかわらず、福島県内すべての労働者に適用され、使用者は、その

金額以上を支払わなければなりません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 福島労働局 労働基準部 賃金室 TEL：024-536-4604 

 

 

 

 

郡山市では、新型コロナウイルス感染症の影響を受ける労働者の雇用を維持するため、「雇用維持支援

補助金」「雇用調整助成金等申請支援補助金」の 2 つの補助金を設け、中小企業等の雇用継続を支援して

います。 

 国の雇用調整助成金等の緊急対応期間の終了及び経過措置の実施に伴い、 

本市も国に準じ、本補助金の補助対象者を変更し、令和５年１月 3１日まで 

対象期間を延長しています。（申請期間は、雇用調整助成金等の支給決定日 

の翌日から３ヶ月以内または決定日の年度末のいずれか早い日までです。） 

 

※詳しくは、市のウェブサイトをご覧ください。⇒ 

 

 

 

 

郡山市では、再就職・転職・スキルアップを前提として職業能力等の向上を目指す方を応援するた

め、ハローワークが実施する求職者支援訓練のテキスト代等自己負担分の一部を補助しています。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※申請手続きや必要なもの等については、市のウェブサイトをご覧ください。⇒ 

 

福島県最低賃金が改定されました 

令和４年 10月６日から 

 

時間額 858 円 

 

＜対象となる方＞ 
①市内に住所を有している方 

②求職者支援訓練を受講した方 

③本補助金と同種の補助等を受けて 

いない方（基礎→実践コースの連 

続受講を認められた方を除く） 

④雇用保険の給付を受けていない方 

「郡山市雇用継続支援補助金」補助対象期間の延長について 

「メルマガワーキン Good!」の配信登録者を募集しています！ 
 ★登録方法その１★ 

   市ウェブサイトから登録 

 ★登録方法その２★ 

   産業雇用政策課へメール連絡 sangyouseisaku@city.koriyama.lg.jp 

 

郡山市産業雇用政策課 検索 

最低賃金には、次の賃金は算入されません。 
 

＊精皆勤、通勤、家族手当 

＊時間外、休日の割増賃金及び深夜手当 

＊臨時に支払われる賃金、１か月を超える 

期間ごとに支払われる賃金 

「郡山市求職者職業訓練支援補助金」について 

＜対象となる経費と補助額＞ 
受講時に訓練施設から購入する 

テキスト代 

 

支払金額の１／２（上限２万円） 

※任意購入した補助テキスト等 

は除きます。 

<維持支援> <申請支援> 


